
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 31日

上   場   会   社   名       常磐興産株式会社 上場取引所 東

コード番号       9675 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役事業統轄本部長 東京都

氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　斎藤　一彦 TEL (03) 3663 - 3415
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 31日

親会社名 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 13年 3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　  営  業  利  益 　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 51,187 0.1 2,414 60.3 1,145 207.3
12年 3月期 51,144 33.2 1,505 △ 0.1 372 △ 62.0

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 544 - 7.83 - 4.1 1.3 2.2
12年 3月期 △ 2,753 △ 6.2 △ 37.98 - - 0.4 0.7

(注)①持分法投資損益 13年 3月期    △242 百万円          12年 3月期    △86 百万円

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 3月期 89,362 13,582 15.2 194.54
12年 3月期 92,552 12,929 14.0 178.38

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 3月期 4,257 1,525 △ 5,151 5,207
12年 3月期 4,494 229 △ 5,272 4,578

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  25　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　7　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　売　　上　　高 　　 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 22,440 30 450
通　　期 51,820 1,350 1,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   14 円 32 銭 
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事業分野 当　　社 連結子会社 持分法適用会社

観光事業部門 ㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱ジェイ・ケイ・スタッフ

「クレストヒルズゴルフ倶楽部」 観光事業部門 ㈱クレストヒルズ

「ホテルクレスト札幌」 観光事業部門 ㈱ホテルクレスト札幌

「山海館」 　 ㈱山海館

 大型ｸﾗﾌﾄ紙袋、ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙｹｰｽ いわき紙器㈱

 包装用品 ㈱ジェイ・アイ・ピー

 プラスチック緩衝材 常磐プラスチック工業㈱

㈱常磐製作所

㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐製鋼原料㈱

㈱常磐谷沢製作所

常磐硝子㈱

㈱テクノ・クレスト

㈱シーエス・メンテック

ﾊﾞｷｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ興業㈱

常興電機㈱ 常磐開発㈱

㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 常磐工事㈱

東北設備㈱

地質調査、測量設計 地質基礎工業㈱

石炭・石油類、建設関連資材 燃料商事部門

酒類、食品 常磐食品酒類販売㈱

㈱クレストビル

㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

㈱福島総合計算センター ㈱福島県中央計算センター

㈱デイ・アクセス

ときわ流通㈱

小名浜港セメント荷役㈱

温泉供給  常磐湯本温泉㈱

病院 医療法人常磐会

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ橋梁設計・施工・補
修、
その他コンクリート製品

開発事業部門

建築、土木工事、電気工事　他

不動産の分譲、賃貸、仲介、管理

卸売業

製造関連事業

「スパリゾート・ハワイアンズ」

企 業 集 団 の 状 況

　 当社は、関係会社とともに、「スパリゾート・ハワイアンズ」等の観光事業を中心に、常磐炭

礦時代から引き継いだ資産・技術力等を生かした多角的事業を展開いたしております。

   当社及び連結子会社（25社）、持分法適用会社（7社）を事業分野別に記載すると概ね次のとお

りであります。

建設・土木業

観光事業

売　　上　　区　　分

   なお、「事業分野」と「事業の種類別セグメント」は同一であります。
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包装事業部門

ＰＣ事業部門

包装部材

機械鉄鋼

その他製造

その他の事業

受託計算、ソフトウエア開発

運輸、荷役

不動産事業



事業の系統図は主に次のとおりであります。

運営子会社 　

㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱ジェイ・ケイ・スタッフ 業務委託

㈱クレストヒルズ

㈱ホテルクレスト札幌 旅館 ㈱山海館

製造子会社

㈱ジェイ・アイ・ピー 製造委託 ㈱常磐製作所

いわき紙器㈱ ㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐プラスチック工業㈱ 常磐製鋼原料㈱

㈱常磐谷沢製作所

㈱常磐硝子

土木設計 　

土地賃借 ㈱テクノ・クレスト

ﾊﾞｷｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ興業㈱ コンクリート構造物補修工事

㈱シーエス・メンテック

常興電機㈱
㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐開発㈱
常磐工事㈱
東北設備㈱

地質調査、測量設計

地質基礎工業㈱

酒類・食品販売

常磐食品酒類販売㈱

ビル賃貸・管理

㈱クレストビル

管理委託 ㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

受託計算、ソフトウエア開発

㈱福島総合計算センター

㈱デイ・アクセス

㈱福島県中央計算センター

ときわ流通㈱

小名浜港ｾﾒﾝﾄ荷役㈱

温泉供給

常磐湯本温泉㈱

病院経営

医療法人常磐会
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                                                経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    
    

    １．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針    

        当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業    

    部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向    

    上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し    

    続けられる企業を目指しております。続けられる企業を目指しております。続けられる企業を目指しております。続けられる企業を目指しております。    

    

    ２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針    

        利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の    

    向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する安定的な収益還元を行うことを経営上安定的な収益還元を行うことを経営上安定的な収益還元を行うことを経営上安定的な収益還元を行うことを経営上    

の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。    

    

    ３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策３．会社の経営管理組織の整備等に関する施策    

        当社の各事業本部及びグループ各社の枠を超えて経営計画を強力に推進し、また経営管当社の各事業本部及びグループ各社の枠を超えて経営計画を強力に推進し、また経営管当社の各事業本部及びグループ各社の枠を超えて経営計画を強力に推進し、また経営管当社の各事業本部及びグループ各社の枠を超えて経営計画を強力に推進し、また経営管    

    理を一元的に行うことで経営効率を最大限に上げるべく、平成理を一元的に行うことで経営効率を最大限に上げるべく、平成理を一元的に行うことで経営効率を最大限に上げるべく、平成理を一元的に行うことで経営効率を最大限に上げるべく、平成 12121212年年年年 4444月に事業統轄本部月に事業統轄本部月に事業統轄本部月に事業統轄本部    

    を新設し、経営計画の推進管理機能を集中いたしました。また同じく平成を新設し、経営計画の推進管理機能を集中いたしました。また同じく平成を新設し、経営計画の推進管理機能を集中いたしました。また同じく平成を新設し、経営計画の推進管理機能を集中いたしました。また同じく平成 12121212年年年年 4444月に業月に業月に業月に業    

    務執行役員制度を導入し、機動的かつ迅速な執行が可能な体制を構築いたしました。そし務執行役員制度を導入し、機動的かつ迅速な執行が可能な体制を構築いたしました。そし務執行役員制度を導入し、機動的かつ迅速な執行が可能な体制を構築いたしました。そし務執行役員制度を導入し、機動的かつ迅速な執行が可能な体制を構築いたしました。そし    

    て、現在この体制は新規事業開発等諸施策の立案・執行等にて、現在この体制は新規事業開発等諸施策の立案・執行等にて、現在この体制は新規事業開発等諸施策の立案・執行等にて、現在この体制は新規事業開発等諸施策の立案・執行等に重要な機能を営んでおります。重要な機能を営んでおります。重要な機能を営んでおります。重要な機能を営んでおります。    

        一方、会社情報の開示につきましては、株主懇談会や投資家向け説明会を実施するなど一方、会社情報の開示につきましては、株主懇談会や投資家向け説明会を実施するなど一方、会社情報の開示につきましては、株主懇談会や投資家向け説明会を実施するなど一方、会社情報の開示につきましては、株主懇談会や投資家向け説明会を実施するなど    

    株主や投資家の皆様に対し、ＩＲ活動を積極的に推進してまいりました。今後も適宜公正株主や投資家の皆様に対し、ＩＲ活動を積極的に推進してまいりました。今後も適宜公正株主や投資家の皆様に対し、ＩＲ活動を積極的に推進してまいりました。今後も適宜公正株主や投資家の皆様に対し、ＩＲ活動を積極的に推進してまいりました。今後も適宜公正    

    な情報開示を進めてまいりたいと存じます。な情報開示を進めてまいりたいと存じます。な情報開示を進めてまいりたいと存じます。な情報開示を進めてまいりたいと存じます。    

    

    

    

    

                                                    経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    
    

    １．当期の状況１．当期の状況１．当期の状況１．当期の状況    

        当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的    

    回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、    

    依然雇用環境は厳しく個人消費も依然雇用環境は厳しく個人消費も依然雇用環境は厳しく個人消費も依然雇用環境は厳しく個人消費も低迷した状況下で推移いたしました。低迷した状況下で推移いたしました。低迷した状況下で推移いたしました。低迷した状況下で推移いたしました。    

        このような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におきこのような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におきこのような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におきこのような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）におき    

    ましては、財務体質を改善し、経営の効率性・収益性を上げるとともに、事業基盤の安定ましては、財務体質を改善し、経営の効率性・収益性を上げるとともに、事業基盤の安定ましては、財務体質を改善し、経営の効率性・収益性を上げるとともに、事業基盤の安定ましては、財務体質を改善し、経営の効率性・収益性を上げるとともに、事業基盤の安定    
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    を図るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。を図るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。を図るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。を図るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。    

        この結果、当期の売上高は５１１億８７百万円（前期比４２百万円、この結果、当期の売上高は５１１億８７百万円（前期比４２百万円、この結果、当期の売上高は５１１億８７百万円（前期比４２百万円、この結果、当期の売上高は５１１億８７百万円（前期比４２百万円、0.10.10.10.1％増）となり、％増）となり、％増）となり、％増）となり、    

    営業利益は２４億１４百万円（前年同期比９億８百万円、営業利益は２４億１４百万円（前年同期比９億８百万円、営業利益は２４億１４百万円（前年同期比９億８百万円、営業利益は２４億１４百万円（前年同期比９億８百万円、60.360.360.360.3％増）、経常利益は１１億％増）、経常利益は１１億％増）、経常利益は１１億％増）、経常利益は１１億    

    ４５百万円（前期比７億７２百万円、４５百万円（前期比７億７２百万円、４５百万円（前期比７億７２百万円、４５百万円（前期比７億７２百万円、207.3%207.3%207.3%207.3%増）、当期利益は５億４４百万円（前増）、当期利益は５億４４百万円（前増）、当期利益は５億４４百万円（前増）、当期利益は５億４４百万円（前期比３２期比３２期比３２期比３２    

    億９７百万円増）となりました。億９７百万円増）となりました。億９７百万円増）となりました。億９７百万円増）となりました。    

    

    事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。    

    

【観光事業】【観光事業】【観光事業】【観光事業】    

        景気の先行き不透明感からの消費低迷、所得環境の悪化等による国内旅行の減少傾向、景気の先行き不透明感からの消費低迷、所得環境の悪化等による国内旅行の減少傾向、景気の先行き不透明感からの消費低迷、所得環境の悪化等による国内旅行の減少傾向、景気の先行き不透明感からの消費低迷、所得環境の悪化等による国内旅行の減少傾向、    

    消費者の低価格指向が一段と進む等厳しい環境下で推移しておりますが、宿泊施設「ウイ消費者の低価格指向が一段と進む等厳しい環境下で推移しておりますが、宿泊施設「ウイ消費者の低価格指向が一段と進む等厳しい環境下で推移しておりますが、宿泊施設「ウイ消費者の低価格指向が一段と進む等厳しい環境下で推移しておりますが、宿泊施設「ウイ    

    ルポート」の積極的販売活動やインターネットを利用したシステムの強化等積極的な営業ルポート」の積極的販売活動やインターネットを利用したシステムの強化等積極的な営業ルポート」の積極的販売活動やインターネットを利用したシステムの強化等積極的な営業ルポート」の積極的販売活動やインターネットを利用したシステムの強化等積極的な営業    

    活動を推進しました。活動を推進しました。活動を推進しました。活動を推進しました。    

        当期のスパリゾートハワイアンズ利用者数当期のスパリゾートハワイアンズ利用者数当期のスパリゾートハワイアンズ利用者数当期のスパリゾートハワイアンズ利用者数 1,3601,3601,3601,360千人（前期比千人（前期比千人（前期比千人（前期比 83838383千人、千人、千人、千人、6.56.56.56.5％増）、ホ％増）、ホ％増）、ホ％増）、ホ    

    テルハワイアンズ、クレテルハワイアンズ、クレテルハワイアンズ、クレテルハワイアンズ、クレスト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、スト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、スト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、スト館、ウイルポートの合計宿泊者数は、344344344344千人千人千人千人((((前期比前期比前期比前期比 31313131千千千千    

    人、人、人、人、10.110.110.110.1％増）となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数は％増）となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数は％増）となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数は％増）となりました。クレストヒルズゴルフ倶楽部の入場者数は 49494949千人（前期千人（前期千人（前期千人（前期    

比比比比 5555千人、千人、千人、千人、9.49.49.49.4％減）、山海館の宿泊数は％減）、山海館の宿泊数は％減）、山海館の宿泊数は％減）、山海館の宿泊数は 11111111千人（前期比千人（前期比千人（前期比千人（前期比 1111千人、千人、千人、千人、13131313％増）となりました。％増）となりました。％増）となりました。％増）となりました。    

        この結果、当部門の売上高は１２２億４０百万円（前期比３億７４百万円、この結果、当部門の売上高は１２２億４０百万円（前期比３億７４百万円、この結果、当部門の売上高は１２２億４０百万円（前期比３億７４百万円、この結果、当部門の売上高は１２２億４０百万円（前期比３億７４百万円、3.1%3.1%3.1%3.1%増）、営増）、営増）、営増）、営    

業利益は１２億４５百万円（前期比６億５２百万円、業利益は１２億４５百万円（前期比６億５２百万円、業利益は１２億４５百万円（前期比６億５２百万円、業利益は１２億４５百万円（前期比６億５２百万円、110.1%110.1%110.1%110.1%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

【製造関連事業】【製造関連事業】【製造関連事業】【製造関連事業】    

        包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需要低迷を背景とした拡販競争が激包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需要低迷を背景とした拡販競争が激包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需要低迷を背景とした拡販競争が激包装部材製造（紙パルプ業界）におきましては、需要低迷を背景とした拡販競争が激化化化化    

    するとともに、大型合併・提携等による再編が一段と進展するなか、当期するとともに、大型合併・提携等による再編が一段と進展するなか、当期するとともに、大型合併・提携等による再編が一段と進展するなか、当期するとともに、大型合併・提携等による再編が一段と進展するなか、当期 7777月に王子製紙月に王子製紙月に王子製紙月に王子製紙    

    ㈱と業務提携をし、相互の販売協力と情報の共有化により、生産・販売体制の強化に努め㈱と業務提携をし、相互の販売協力と情報の共有化により、生産・販売体制の強化に努め㈱と業務提携をし、相互の販売協力と情報の共有化により、生産・販売体制の強化に努め㈱と業務提携をし、相互の販売協力と情報の共有化により、生産・販売体制の強化に努め    

    ました。また、鉄鋼機械におきましては公共投資並びに民間の設備投資が依然低迷するなました。また、鉄鋼機械におきましては公共投資並びに民間の設備投資が依然低迷するなました。また、鉄鋼機械におきましては公共投資並びに民間の設備投資が依然低迷するなました。また、鉄鋼機械におきましては公共投資並びに民間の設備投資が依然低迷するな    

    か、新規事業の展開等の積極的な営業活動や原価低減に努めてまいりました。か、新規事業の展開等の積極的な営業活動や原価低減に努めてまいりました。か、新規事業の展開等の積極的な営業活動や原価低減に努めてまいりました。か、新規事業の展開等の積極的な営業活動や原価低減に努めてまいりました。    

        この結果、当部門の売上高は９６億６６百万円（前期比４０百万円、この結果、当部門の売上高は９６億６６百万円（前期比４０百万円、この結果、当部門の売上高は９６億６６百万円（前期比４０百万円、この結果、当部門の売上高は９６億６６百万円（前期比４０百万円、0.4%0.4%0.4%0.4%減）、営業利益減）、営業利益減）、営業利益減）、営業利益    

は２億５２百万円（前期比２億１０百万円、は２億５２百万円（前期比２億１０百万円、は２億５２百万円（前期比２億１０百万円、は２億５２百万円（前期比２億１０百万円、506.5%506.5%506.5%506.5%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

【建設・土木業】【建設・土木業】【建設・土木業】【建設・土木業】    

        公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資が建設業界全体で横這公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資が建設業界全体で横這公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資が建設業界全体で横這公共事業を主体とするＰＣ事業部門を取り巻く環境は、公共投資が建設業界全体で横這    

    い傾向にある一方、ＰＣ建設業においては減少傾向にあって競争が一層激化する厳しい状い傾向にある一方、ＰＣ建設業においては減少傾向にあって競争が一層激化する厳しい状い傾向にある一方、ＰＣ建設業においては減少傾向にあって競争が一層激化する厳しい状い傾向にある一方、ＰＣ建設業においては減少傾向にあって競争が一層激化する厳しい状    

    況下にあるなか、受注力強化のための諸施策を実施いたしました。況下にあるなか、受注力強化のための諸施策を実施いたしました。況下にあるなか、受注力強化のための諸施策を実施いたしました。況下にあるなか、受注力強化のための諸施策を実施いたしました。    

        また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定また、民間工事を主体とするその他の事業につきましては、諸経費の節減等により固定    

    費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。費の低減に努めるとともに営業基盤の拡大を図りました。    

        この結果、当部門の売上高は１１３億２２百万円（前期比１１億５５百万円、この結果、当部門の売上高は１１３億２２百万円（前期比１１億５５百万円、この結果、当部門の売上高は１１３億２２百万円（前期比１１億５５百万円、この結果、当部門の売上高は１１３億２２百万円（前期比１１億５５百万円、11.3%11.3%11.3%11.3%増）、増）、増）、増）、    
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営業利益は５億５６百万円（前期比１億６１百万円、営業利益は５億５６百万円（前期比１億６１百万円、営業利益は５億５６百万円（前期比１億６１百万円、営業利益は５億５６百万円（前期比１億６１百万円、40.8%40.8%40.8%40.8%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

【卸売業】【卸売業】【卸売業】【卸売業】    

        石炭・石油につきましては、石炭において新規銘柄の販売や競争入札への積極的対応に石炭・石油につきましては、石炭において新規銘柄の販売や競争入札への積極的対応に石炭・石油につきましては、石炭において新規銘柄の販売や競争入札への積極的対応に石炭・石油につきましては、石炭において新規銘柄の販売や競争入札への積極的対応に    

    努め、また石油においては原油価格の値上げを受け石油製品価格は大幅に上昇するなか、努め、また石油においては原油価格の値上げを受け石油製品価格は大幅に上昇するなか、努め、また石油においては原油価格の値上げを受け石油製品価格は大幅に上昇するなか、努め、また石油においては原油価格の値上げを受け石油製品価格は大幅に上昇するなか、    

主要納入先であります電力会社への営業強化に努めました。主要納入先であります電力会社への営業強化に努めました。主要納入先であります電力会社への営業強化に努めました。主要納入先であります電力会社への営業強化に努めました。    

        酒類販売業は、業界において統廃合が促進されるとともに規制緩和に伴い競争が激化す酒類販売業は、業界において統廃合が促進されるとともに規制緩和に伴い競争が激化す酒類販売業は、業界において統廃合が促進されるとともに規制緩和に伴い競争が激化す酒類販売業は、業界において統廃合が促進されるとともに規制緩和に伴い競争が激化す    

    るなか、新規販売店獲得のための積極的な営業活動を展開してまいりました。るなか、新規販売店獲得のための積極的な営業活動を展開してまいりました。るなか、新規販売店獲得のための積極的な営業活動を展開してまいりました。るなか、新規販売店獲得のための積極的な営業活動を展開してまいりました。    

        この結果、当部門の売上高は９１億円（前期比５億８７百万円、この結果、当部門の売上高は９１億円（前期比５億８７百万円、この結果、当部門の売上高は９１億円（前期比５億８７百万円、この結果、当部門の売上高は９１億円（前期比５億８７百万円、6.9%6.9%6.9%6.9%増）、営業利益は増）、営業利益は増）、営業利益は増）、営業利益は１１１１    

    億５百万円（前期比１３百万円、億５百万円（前期比１３百万円、億５百万円（前期比１３百万円、億５百万円（前期比１３百万円、14.7%14.7%14.7%14.7%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

【不動産事業部門】【不動産事業部門】【不動産事業部門】【不動産事業部門】    

        賃貸部門は、「日暮里クレストビル」・｢立川クレスト・ロータスビル｣の稼働率向上によ賃貸部門は、「日暮里クレストビル」・｢立川クレスト・ロータスビル｣の稼働率向上によ賃貸部門は、「日暮里クレストビル」・｢立川クレスト・ロータスビル｣の稼働率向上によ賃貸部門は、「日暮里クレストビル」・｢立川クレスト・ロータスビル｣の稼働率向上によ    

    り、主要ビルの空室率は大幅に改善いたしました。り、主要ビルの空室率は大幅に改善いたしました。り、主要ビルの空室率は大幅に改善いたしました。り、主要ビルの空室率は大幅に改善いたしました。    

        また、分譲部門につきましては、「ラ・クレスト菊水」また、分譲部門につきましては、「ラ・クレスト菊水」また、分譲部門につきましては、「ラ・クレスト菊水」また、分譲部門につきましては、「ラ・クレスト菊水」((((札幌市白石区：総戸数札幌市白石区：総戸数札幌市白石区：総戸数札幌市白石区：総戸数 202202202202戸戸戸戸))))    

    の販売は、住宅ローン減税と低金利を背景に好評裡に完売いたしました。なお、平成の販売は、住宅ローン減税と低金利を背景に好評裡に完売いたしました。なお、平成の販売は、住宅ローン減税と低金利を背景に好評裡に完売いたしました。なお、平成の販売は、住宅ローン減税と低金利を背景に好評裡に完売いたしました。なお、平成 10101010    

    年度より新規分譲マンションの開発を抑制しております。年度より新規分譲マンションの開発を抑制しております。年度より新規分譲マンションの開発を抑制しております。年度より新規分譲マンションの開発を抑制しております。    

        この結果、当部門の売上高は３３億２２百万円（前期比２１この結果、当部門の売上高は３３億２２百万円（前期比２１この結果、当部門の売上高は３３億２２百万円（前期比２１この結果、当部門の売上高は３３億２２百万円（前期比２１億９８百万円、億９８百万円、億９８百万円、億９８百万円、39.8%39.8%39.8%39.8%減）、減）、減）、減）、    

    営業利益は９億１０百万円（前期比８３百万円、営業利益は９億１０百万円（前期比８３百万円、営業利益は９億１０百万円（前期比８３百万円、営業利益は９億１０百万円（前期比８３百万円、10.1%10.1%10.1%10.1%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

【その他の事業】【その他の事業】【その他の事業】【その他の事業】    

        情報サービス業におきましては、ＩＴ情報サービス業におきましては、ＩＴ情報サービス業におきましては、ＩＴ情報サービス業におきましては、ＩＴ((((情報技術情報技術情報技術情報技術))))の飛躍的な発展を背景に様々な面で情の飛躍的な発展を背景に様々な面で情の飛躍的な発展を背景に様々な面で情の飛躍的な発展を背景に様々な面で情    

    報化投資が動きだすなか、高度化・多様化するユーザー・ニーズに迅速な対応を進めると報化投資が動きだすなか、高度化・多様化するユーザー・ニーズに迅速な対応を進めると報化投資が動きだすなか、高度化・多様化するユーザー・ニーズに迅速な対応を進めると報化投資が動きだすなか、高度化・多様化するユーザー・ニーズに迅速な対応を進めると    

    ともに、自治体を中心に受託業務の継続受注に注力し、さらに介護保険・介護支援事業者ともに、自治体を中心に受託業務の継続受注に注力し、さらに介護保険・介護支援事業者ともに、自治体を中心に受託業務の継続受注に注力し、さらに介護保険・介護支援事業者ともに、自治体を中心に受託業務の継続受注に注力し、さらに介護保険・介護支援事業者    

    システム等の拡販を図る等、自治体の地域情報化システムの深耕営業を展開してまいりまシステム等の拡販を図る等、自治体の地域情報化システムの深耕営業を展開してまいりまシステム等の拡販を図る等、自治体の地域情報化システムの深耕営業を展開してまいりまシステム等の拡販を図る等、自治体の地域情報化システムの深耕営業を展開してまいりま    

    した。した。した。した。    

        この結果、当部門の売上高は５５億この結果、当部門の売上高は５５億この結果、当部門の売上高は５５億この結果、当部門の売上高は５５億３５百万円（前期比１億６５百万円、３５百万円（前期比１億６５百万円、３５百万円（前期比１億６５百万円、３５百万円（前期比１億６５百万円、3.0%3.0%3.0%3.0%増）、営業増）、営業増）、営業増）、営業    

    利益は１億４９百万円（前期比７５百万円、利益は１億４９百万円（前期比７５百万円、利益は１億４９百万円（前期比７５百万円、利益は１億４９百万円（前期比７５百万円、101.0%101.0%101.0%101.0%増）となりました。増）となりました。増）となりました。増）となりました。    

    

２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し    

        今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景    

    気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成 13131313年度から導入される時価会計制度や商法年度から導入される時価会計制度や商法年度から導入される時価会計制度や商法年度から導入される時価会計制度や商法    

    改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ    

    れます。れます。れます。れます。    

        このような状況下にありまして、観光事業につきましては、幅広い年齢層のお客様に、このような状況下にありまして、観光事業につきましては、幅広い年齢層のお客様に、このような状況下にありまして、観光事業につきましては、幅広い年齢層のお客様に、このような状況下にありまして、観光事業につきましては、幅広い年齢層のお客様に、    

    温泉テーマリゾ温泉テーマリゾ温泉テーマリゾ温泉テーマリゾートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウェアートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウェアートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウェアートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウェア    
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    の充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サービスの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サービスの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サービスの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サービス    

    の提供に努めてまいります。の提供に努めてまいります。の提供に努めてまいります。の提供に努めてまいります。    

        製造関連事業につきましては、紙パルプ業界の再編成が実施され、それがますます加速製造関連事業につきましては、紙パルプ業界の再編成が実施され、それがますます加速製造関連事業につきましては、紙パルプ業界の再編成が実施され、それがますます加速製造関連事業につきましては、紙パルプ業界の再編成が実施され、それがますます加速    

    されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化により業界の競されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化により業界の競されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化により業界の競されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化により業界の競    

    争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に対応す争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に対応す争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に対応す争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に対応す    

    べく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業の一層の確立を推進しべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業の一層の確立を推進しべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業の一層の確立を推進しべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業の一層の確立を推進し    

    てまいります。てまいります。てまいります。てまいります。    

        建設・土木業につきましては、平成建設・土木業につきましては、平成建設・土木業につきましては、平成建設・土木業につきましては、平成 13131313年度より、現在国土交通省を中心として建設業年度より、現在国土交通省を中心として建設業年度より、現在国土交通省を中心として建設業年度より、現在国土交通省を中心として建設業    

    法の見直しを含めて業界再編が検討されており、事業への甚大な影響が予想され、状況を法の見直しを含めて業界再編が検討されており、事業への甚大な影響が予想され、状況を法の見直しを含めて業界再編が検討されており、事業への甚大な影響が予想され、状況を法の見直しを含めて業界再編が検討されており、事業への甚大な影響が予想され、状況を    

    見定めつつ必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。見定めつつ必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。見定めつつ必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。見定めつつ必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。    

        当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め、経営の効率性を高めると当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め、経営の効率性を高めると当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め、経営の効率性を高めると当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め、経営の効率性を高めると    

    ともに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社グループ全体の組織の見ともに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社グループ全体の組織の見ともに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社グループ全体の組織の見ともに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社グループ全体の組織の見    

    直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、全社一丸となった事業展開を推進して直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、全社一丸となった事業展開を推進して直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、全社一丸となった事業展開を推進して直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、全社一丸となった事業展開を推進して    

    まいるまいるまいるまいる所存であります。所存であります。所存であります。所存であります。    

        なお、次期の業績につきましては、売上高５１８億円、経常利益１３億５０百万円、当なお、次期の業績につきましては、売上高５１８億円、経常利益１３億５０百万円、当なお、次期の業績につきましては、売上高５１８億円、経常利益１３億５０百万円、当なお、次期の業績につきましては、売上高５１８億円、経常利益１３億５０百万円、当    

    期純利益１０億円を見込んでおります。期純利益１０億円を見込んでおります。期純利益１０億円を見込んでおります。期純利益１０億円を見込んでおります。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



比較連結貸借対照表

（単位：百万円未満切捨表示)

期       別

科        目

資 産 の 部 ％ ％

Ⅰ 24,575 26.6 17,391 19.5 △ 7,184

4,784 5,419 635

6,959 7,394 434

7,983 46 △ 7,936

3,874 3,531 △ 343

1,064 1,047 △ 17

△ 90 △ 47 42

Ⅱ 67,964 73.4 71,971 80.5 4,006

62,834 67.9 59,845 67.0 △ 2,988

26,826 25,442 △ 1,384

2,841 2,394 △ 446

839 626 △ 212

32,287 31,366 △ 921

36 12 △ 23

4 3 0

288 0.3 251 0.3 △ 36

218 199 △ 19

69 52 △ 17

4,842 5.2 11,873 13.2 7,031

2,897 9,789 6,892

729 730 0

2,003 2,138 135

△ 788 △ 784 3

Ⅲ 11 0.0 - - △ 11

11 - △ 11

92,552 100.0 89,362 100.0 △ 3,189

-8-

資 産 合 計

繰 延 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

開 業 費

(2) 無 形 固 定 資 産

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

連 結 調 整 勘 定

借 地 権 他

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

た な 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

金          額 構成比 金          額 構成比

比 較 増 減

前 期 当 期

（平成１２年３月３１日現在)（平成１３年３月３１日現在)



（単位：百万円未満切捨表示)

期       別

科        目

負 債 の 部 ％ ％

Ⅰ 48,740 52.7 49,447 55.3 707

4,297 4,710 413

39,363 38,846 △ 516

1,255 2,115 859

104 86 △ 18

- 174 174

724 721 △ 2

2,994 2,792 △ 202

Ⅱ 30,470 32.9 25,904 29.0 △ 4,566

24,779 20,030 △ 4,748

- 266 266

5,225 5,067 △ 157

17 21 4

47 - △ 47

- 118 118

400 398 △ 2

79,210 85.6 75,351 84.3 △ 3,859

少 数 株 主 持 分 411 0.4 428 0.5 16

資 本 の 部

Ⅰ 10,221 11.0 10,221 11.4 -

Ⅱ 8,485 9.2 4,506 5.1 △ 3,979

Ⅲ 5,268 △5.7 761 △0.9 △ 4,507

Ⅳ △ 35 △0.0 △ 48 △0.0 △ 13

Ⅴ △ 472 △0.5 △ 334 △0.4 137

12,929 14.0 13,582 15.2 653

92,552 100.0 89,362 100.0 △ 3,189

　 １.  有形固定資産の減価償却累計額 28,615 百万円 29,239 百万円

２.  自     己     株      式     の     数 3,578,936 株 2,663,360 株

３．

-９-

資 本 合 計

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

預 り 保 証 金

退 職 給 与 引 当 金

長 期 未 払 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

前連結会計年度末において「退職給与引当金」に含めて表示しておりました「役員退職慰労引当
金」は、当連結会計年度末から区分掲記しております。これに伴い前連結会計年度末の「役員退
職慰労引当金」の金額も区分して表示しております。

前 期 当 期

（平成１２年３月３１日現在)（平成１３年３月３１日現在)

金          額 構成比 金          額 構成比

未 払 法 人 税 等

比 較 増 減

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債

（当期）

資 本 金

資 本 準 備 金

親 会 社 株 式

（前期）

欠 損 金

自 己 株 式



（単位：百万円未満切捨表示)

期      別

科       目

Ⅰ 51,144 51,187 42

Ⅱ 42,758 42,339 △ 418

8,385 8,847 461

Ⅲ 6,880 6,432 △ 447

1,505 2,414 908

Ⅳ 571 619 48

46 39 △ 6

159 234 75

84 81 △ 3

280 263 △ 17

Ⅴ 1,704 1,888 183

1,464 1,313 △ 151

86 242 155

152 332 179

372 1,145 772

Ⅵ 1,332 1,285 △ 47

341 1,209 867

- 54 54

991 21 △ 969

Ⅶ 4,632 1,305 △ 3,326

506 932 426

- 126 126

497 - △ 497

263 - △ 263

2,334 149 △ 2,184

654 45 △ 609

194 0 △ 194

38 33 △ 5

143 18 △ 125

△ 2,927 1,124 4,052

110 112 1

△ 234 440 674

△ 49 28 77

△ 2,753 544 3,297

退職給付会計基準変 更時 差異

100.0

82.7

17.3

12.6

4.7

1.2

3.7

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 0.2

税 金 等 調 整 前 当 期
純 利 益 又 は 純 損 失 （ △ ） △5.7 2.2

0.2

当期純利益又は純損失（△） △5.4 1.1

-１０-

少 数 株 主 利 益 △0.1 0.0

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

△0.4 0.9法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

炭 鉱 関 連 処 理 費 用

事 業 整 理 損

棚 卸 資 産 除 却 損

販 売 用 不 動 産 評 価 損

特 別 損 失 9.0 2.5

固 定 資 産 売 却 除 却 損

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

経 常 利 益 0.7 2.2

特 別 利 益 2.6 2.5

そ の 他

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

営 業 外 費 用 3.3

支 払 利 息

そ の 他

営 業 外 収 益 1.1

受 取 利 息

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13.5

営 業 利 益 2.9

売 上 原 価 83.6

売 上 総 利 益 16.4

売 上 高 100.0

％ ％

前 期 当 期

( 自  平成１１年４月  １日 ) ( 自  平成１２年４月  １日 ) 比 較 増 減

比較連結損益計算書

受 取 配 当 金

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

至  平成１２年３月３１日 至  平成１３年３月３１日

金      額 百分比 金      額 百分比



（単位：百万円未満切捨表示)

期      別

科       目

Ⅰ 63 5,268 5,205

△ 123 5,268 5,392

186 - △ 186

Ⅱ △ 2,290 3,979 6,269

△ 1,667 - 1,667

57 - △ 57

△ 680 - 680

- 3,979 3,978

Ⅲ 161 15 △ 145

144 - △ 144

16 15 △ 1

Ⅳ △ 2,753 544 3,297

Ⅴ 5,268 761 △ 4,507

比較連結剰余金計算書

欠 損 金 期 首 残 高

欠 損 金 期 首 残 高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

％

前 期 当 期

(自  平成１１年４月  １日

欠 損 金 期 末 残 高

当 期 純 利 益 又 は 純 損 失 （ △ ）

持分法適用会社減少による減少高

資 本 準 備 金 取 崩 高

配 当 金

欠 損 金 増 加 高

役 員 賞 与

至  平成１３年３月３１日

連 結 子 会 社 増 加 に よ る 減 少 高

持分法適用会社増加による減少高

欠 損 金 減 少 高

％

比 較 増 減

金      額 百分比 金      額 百分比

) (自  平成１２年４月  １日)至  平成１２年３月３１日
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(単位:百万円未満切捨表示)

期　　　別　　

　　科　　　目
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益
又は当期純損失(△)

△ 2,927 1,124

減価償却費 2,143 2,034

連結調整勘定償却額 8 16

貸倒引当金の増減額 175 △ 46

賞与引当金の増減額 236 △ 2

退職給付引当金の減少額 △ 2 △ 47

退職給付引当金の増加額 　　　　　          ― 118

役員退職慰労引当金の減少額 　　　　　          ― △ 400

役員退職慰労引当金の増加額 86 398

その他引当金の減少額 △ 1 △ 0

受取利息及び受取配当金 △ 205 △ 274

支払利息 1,464 1,313

投資有価証券評価損 2,334 149

有価証券売却損益 △ 4 0

持分法による投資損失 86 242

固定資産売却益 △ 341 △ 1,209

固定資産売却除却損 1,266 932

投資有価証券売却損益 △ 337 23

売上債権の増減額 766 △ 435

たな卸資産の減少額 2,785 343

その他流動資産の減少額 23 90

仕入債務の増減額 △ 919 1,043

未払消費税の増減額 △ 111 227

その他流動負債の減少額 △ 9 △ 96

役員賞与の支払額 △ 29 △ 19

固定負債の減少額 △ 645 △ 146

小計 5,844 5,382

利息及び配当の受取額 235 299

利息の支払額 △ 1,465 △ 1,294

法人税等の支払額 △ 120 △ 130

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,494 4,257

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻しによる収入 172 189

定期預金の預入れによる支出 △ 180 △ 196

有価証券の取得による支出 △ 77 △ 348

有価証券の売却による収入 1,573 935

固定資産の取得による支出 △ 2,521 △ 841

固定資産の売却による収入 1,291 1,844

貸付による支出 △ 283 △ 11

貸付金の回収による収入 277 10

その他投資の取得による支出 △ 23 △ 56

投資活動によるキャッシュ・フロー 229 1,525

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金増減額 △ 658 △ 978

長期借入による収入 8,611 8,100

長期借入金の返済による支出 △ 13,034 △ 12,386

自己株式の売却による収入 0 143

自己株式の取得による支出 △ 36 △ 17

配当金の支払額 △ 145 △ 4

少数株主への配当金の支払額 △ 8 △ 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,272 △ 5,151

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る為替差額 　　　　　          ― 　　　　　          ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 548 628

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 4,284 4,578

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高 841 　　　　　          ―
Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 4,578 5,207

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度 当連結会計年度
現金及び預金勘定 4,784 百万円 5,419 百万円
有価証券勘定 10 10
預入期間が３ｹ月を超える定期預金 -217 -223
現金及び現金同等物 4,578 5,207

至　平成12年3月31日

連結キャッシュ・フロー計算書

-１２－

金　　　　　　　額

当連結会計年度

自　平成12年４月 1日

至　平成13年３月31日

金　　　　　　　額

前連結会計年度

自　平成11年４月 1日



連結財務諸表作成のための基本となる事項

1 . 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 ……………２５社

㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱ジェイ・ケイ・スタッフ､㈱クレストヒルズ、㈱山海館

㈱ホテルクレスト札幌、いわき紙器㈱、㈱ジェイ・アイ・ピ－、常磐プラスチック工業㈱

㈱常磐製作所、㈱常磐エンジニアリング、㈱テクノ・クレスト、㈱シ－エス・メンテック

常磐製鋼原料㈱、バキュ－ムコンクリ－ト興業㈱、㈱茨城サ－ビスエンジニアリング

常興電機㈱、地質基礎工業㈱、常磐食品酒類販売㈱、㈱クレストビル

㈱クレストコーポレーション、㈱福島総合計算センタ－、㈱デイ・アクセス

ときわ流通㈱、小名浜港セメント荷役㈱、医療法人常磐会

(2) 非連結子会社……………１社 　

: 九州バキュームコンクリート㈱

  なお、上記の非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び剰余金は小規模であり連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりません。

2 . 持分法の適用に関する事項

 持分法適用関連会社……７社

常磐開発㈱、常磐工事㈱、東北設備㈱、常磐湯本温泉㈱、常磐硝子㈱

㈱常磐谷沢製作所、㈱福島県中央計算センタ－

  なお、持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社2社はそれぞれ連結純損益及び

連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼしていないため持分法の

適用から除外してあります。

3 . 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、バキュームコンクリート興業㈱の決算日は９月３０日であります。

連結財務諸表の作成に当たって、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。

4 . 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ たな卸資産

販売用不動産及び未成工事支出金 -------------------------------- 個別法による原価法

上記以外のたな卸資産 -------- 主として総平均法による原価法 （一部移動平均法による原価法）

ロ 有価証券

満期保有目的の債券 -------------------- 償却原価法（定額法）

その他有価証券 時価のあるもの --------- 総平均法による原価法及び償却原価法（定額法）

時価のないもの --------- 総平均法による原価法

会 社 名

－１３－



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

紙製容器の製造設備及び一部連結子会社の資産は定率法を採用し、スパリゾ－トハワイアンズの施

設、賃貸用ビル、プレストレスト・コンクリート及びその他のコンクリート二次製品の製造設備、ゴルフ事

業資産並びに主な連結子会社の資産は定額法を採用しております。

ロ 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の

無形固定資産については定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

ハ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（718百万円）については、５年による按分額

を費用処理しておりますが、一部の子会社については金額が僅少であるため、一括して費用処理して

おります。

ニ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため内規に基づく要支給額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例

処理を採用しております。

(6) 収益の認識基準

ＰＣ事業部門の請負工事の収益認識基準として工事完成基準を採用しておりますが、一定規模を超える

長期請負工事（工期１年以上、請負金額２億円以上）については、工事進行基準を適用しております。

(7) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

5 . 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

6 . 連結調整勘定の償却に関する事項

　　連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。なお、僅少なものに限り一括償却して

　おります。
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7 . 利益処分項目等の取扱いに関する事項

7 連結剰余金計算書の作成に当たり採用した利益処分の取扱方法は連結会計年度中に確定した利益処分

　に基づいて作成されております。

8 . 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（追加情報）

１．退職給付会計

  当連結会計期間から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企

  業会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較

  して、退職給付費用が４百万円増加し、経常利益は121百万円増加し、税金等調整前当期純利益は４百

  万円減少しております。また、従来、当社及び連結子会社は共同で適格退職年金制度を設立しておりましたが、

　平成12年４月に共同委託を変更し、年金資産を加入各社に配分しました。各社は各々自社の実情に適った

　新たな年金制度を単独または共同で設立しました。なお、当社及び連結子会社の一部は、当連結会計期間

　末において、年金資産が企業年金制度に係る退職給付債務から当該企業年金制度に係る未認識会計基準

　変更時差異を控除した額を超えるため、前払年金費用（72百万円）として投資その他の資産の「その他」に含

　めて記載しております。また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計

  当連結会計期間から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企

  業会計審議会 平成11年１月22日））を適用しております。この変更による損益に与える影響は軽微

  であります。

 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券に含

 まれている債券のうち１年以内に満期の到来するものは、流動資産の有価証券として、それ以外は投資

  有価証券として表示しております。その結果、流動資産の有価証券は7,789百万円減少し、投資有価証

 券は、同額増加しております。

  なお、当連結会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行なって

 おりません。平成12年大蔵省令第９号附則３項によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は

 次のとおりであります。

　　　連結貸借対照表計上額　　　　　8,651百万円

　　　時価　　　　　　　　　　　　　7,963百万円

　　　評価差額金相当額　　　　　　　△402百万円

　　　繰延税金資産相当額　　　　　　  291百万円

　　　少数株主持分相当額　　　      　　6百万円

３．外貨建取引等会計基準

 当連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する

 意見書｣(企業会計審議会　平成11年10月22日)）を適用しております。この変更による損益に与える影

 響はありません。

 8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。
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リース取引の注記

　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

機械装置及び運搬具 1,769 684 1,084 1,681 757 923

工具、器具及び備品 504 322 181 353 196 156

そ の 他 148 80 68 157 57 99

合 計 2,421 1,087 1,334 2,192 1,012 1,180

　　２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 372 百万円 288 百万円

１ 年 超 1,018 百万円 867 百万円

合　　計 1,391 百万円 1,156 百万円

　　３．当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 394 百万円 392 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 358 百万円 352 百万円

支 払 利 息 相 当 額 39 百万円 35 百万円

　　４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

―　１６　―

（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）
前連結会計年度 当連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度



1 事業の種類別セグメント情報

（単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・

土 木 業

Ⅰ . 売上高及び営業利益

自 至

(1) 11,865 9,707 10,166 8,512 5,521 5,370 51,144 - 51,144

平 平
(2) 58 25 27 880 60 209 1,261 ( 1,261 ) -

成 成
11,923 9,733 10,194 9,393 5,581 5,580 52,406 ( 1,261 ) 51,144

11 12
11,331 9,691 9,799 9,302 4,754 5,505 50,383 ( 745 ) 49,638

年 年
592 41 394 91 827 74 2,022 ( 516 ) 1,505

4 3
Ⅱ . 資産、減価償却費

月 月
及び資本的支出      

1 31
33,694 7,688 8,434 2,729 23,559 3,402 79,509 13,043 92,552

日 日
1,024 393 202 4 313 59 1,998 40 2,038

2,373 98 22 5 27 61 2,588 - 2,588

Ⅰ . 売上高及び営業利益

自 至

(1) 12,240 9,666 11,322 9,100 3,322 5,535 51,187 - 51,187

平 平
(2) 58 9 25 892 70 280 1,335 ( 1,335 ) -

成 成
12,298 9,675 11,347 9,992 3,392 5,815 52,523 ( 1,335 ) 51,187

12 13
11,053 9,423 10,791 9,887 2,481 5,665 49,303 ( 530 ) 48,772

年 年
1,245 252 556 105 910 149 3,219 ( 805 ) 2,414

4 3
Ⅱ . 資産、減価償却費

月 月
及び資本的支出      

1 31
33,539 8,109 9,180 1,733 20,592 3,972 77,127 12,235 89,362

日 日
1,103 299 225 5 275 92 2,003 31 2,034

490 177 29 - 24 60 783 - 783

（注）1. 事業区分の方法

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その区分は次のとおりです。

2. 各区分の主な製品等

① 観光事業 「スパリゾート・ハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、「山海館」

② 製造関連事業 ［包装関連］ 大型クラフト紙袋、段ボールケースの製造、プラスチック緩衝材

［機械鉄鋼］ 鋳鋼、鋳物、荷役運搬設備、自動制御機械、鉄鋼原料等

③ 建築・土木業 ［ＰＣ事業］ プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工

プレストレスト・コンクリート製品、コンクリート二次製品の製造

建設コンサルタント及び測量設計

［建築・土木・電気工事］ 土木建築、電気工事、地質調査、測量設計、造園緑化

④ 卸売業 石炭、石油類、酒類、食品類、その他商品

⑤ 不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

⑥ その他の事業 受託計算、ソフトウエア開発、運輸、荷役、病院経営

3.

　

4.

Ⅱ 所在地別セグメント情報

Ⅲ

前連結会計年度及び当連結会計年度は当社及び連結子会社において海外売上高がないため、該当事項はありません。

セグメント間の内部

売上高又は振替高

消去又は

全社
連　結

外部顧客に対する売

上高

資 本 的 支 出

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

観光事業
製造関連

事業
卸売業

不動産

事業

その他の

事業
計

前

連

結

会

計

年

度

売 上 高

計

営 業 費 用

営 業 利 益

資 産

減 価 償 却 費

)
(

外部顧客に対する売

上高

当

連

結

会

計

年

度

売 上 高

計

営 業 費 用

営 業 利 益

資 産

(
)

セグメント間の内部

売上高又は振替高

前連結会計年度及び当連結会計年度は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はないため、該当事項はありません。

海 外 売 上

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度492百万円、当連結会計年度778百万円であ

り、当社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度18,643百万円、当連結会計年度15,355百万円　であり、

その主なものは親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券)及び管理部門に係る資産等でありま

す。
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１．生産実績

　　　　　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

　

前期比（％）

(注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記以外の事業（「観光事業」　「卸売業」　「不動産事業」　「その他の事業」）につきましては、

　　非製造業のため生産実績はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注状況

　　　　　当連結会計年度における製造関連事業及び建設・土木業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

(注）１．上記以外の事業（「観光事業」　「卸売業」　「不動産事業」　「その他の事業」）につきましては、

　　非製造業のため受注実績はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．販売実績

　　　　　当連結会計年度における販売実績を種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：百万円未満切捨表示）

(注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

金　　額

前期比（％）

事業の種類別セグメントの名称 金　　額
前期比（％）

－31.3

＋23.0

－　5.1

  306

建 設 ・ 土 木 業

製 造 関 連 事 業

製 造 関 連 事 業

建 設 ・ 土 木 業

受注残高受注高
前期比（％）

区　　　　　　分

卸 売 業

不 動 産 事 業

そ の 他 の 事 業

事業の種類別セグメントの名称

観 光 事 業

製 造 関 連 事 業

建 設 ・ 土 木 業

合 計

合 計 19,932

合 計

生産、受注及び販売の状況

6,849

2,948

＋23.1

＋31.4

9,798 ＋25.5

 7,445

12,487

－ 5.8

8,846

＋28.9

＋27.2

3,322

5,535

51,187

8,539

12,240

9,666

11,322

9,100

－39.8
＋ 3.1

＋ 0.1

＋ 3.2

－ 0.4

＋11.4

＋ 6.9
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(有価証券関係)

　(当連結会計年度)　(平成13年３月31日現在)

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：百万円未満切捨表示)
連結貸借対照表

計 上 額

(1)国債・地方債等 34 34 0

(2)社債 ―　 ―　 ―　

(3)その他 ―　 ―　 ―　

小　　　計 34 34 0

(1)国債・地方債等 24 23 △0

(2)社債 ―　 ―　 ―　

(3)その他 ―　 ―　 ―　

小　　　計 24 23 △0

58 58 0

2.その他有価証券で時価のあるもの

　　当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行って

　いないため平成12年大蔵省令第９号附則第３項により記載を省略しております。

3.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

912 0 46

4.時価評価のない主な有価証券の内容 

連結貸借対照表

計 上 額

(1)満期保有目的の債券

　　割引金融債 35

(2)その他有価証券

　　非上場株式 491

    ＦＦＦ 10

合　　　計 538

5.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

債券

　国債・地方債等 36 437 ―　

　社債 ―　 ―　 ―　

　その他 ―　 ―　 ―　

合　　　計 36 437 ―　

－１９－

時 価 が 連 結
貸 借 対 照 表
計 上 額 を 超
え る も の

時 価 が 連 結
貸 借 対 照 表
計 上 額 を 超
え な い も の

有　　価　　証　　券

種 類 時　価 差　額

１ 年 超 ５ 年 以 内 ５ 年 超 10 年 以 内

合　　　計

１ 年 以 内



　(前連結会計年度)　(平成12年３月31日現在)

（単位：百万円未満切捨表示）

（1）流動資産に属するもの

株 式 7,972 8,091 118

債 券 － － －

そ の 他 － － －

小 計 7,972 8,091 118

（2）固定資産に属するもの

株 式 1,807 1,899 91

債 券 143 143 0

そ の 他 － － －

小 計 1,951 2,042 91

合 計 9,923 10,133 210

（注）１.時価の算定方法

① 上場有価証券 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

② 店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

③ 気配等を有する有価証券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によってお

（①、②に該当する有価証券等を、除く。） ります。

④ 非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

⑤ 上記以外の債券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

（時価の算定が困難なものを除く。） 残存償還期間等を勘案して算定した価格等によっております。

      ２.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

［流動資産に属するもの］

クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 10 百万円

［固定資産に属するもの］

店頭売買株式を除く非上場株式 910 百万円

割引金融債等 35 百万円

－２０－

有　価　証　券　の　時　価　等

種 類

前連結会計年度

(平成１２年３月３１日現在）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益



（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（平成13年3月31日現在）

デリバティブ取引にはヘッジ会計処理が適用されているため、記載を省略しております。

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）

金　利　関　連

(単位：百万円未満切捨表示)

時　　価 評 価 損 益

うち１年超

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 8,712 5,138 △ 140 △ 140

(注）　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づいております。

－ ２１ －

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

契　約　額　等

市

場

取

引

以

外

の

取

引

区

分
種　　　　　　類



平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 31日

上   場   会   社   名       常磐興産株式会社 上場取引所 東

コード番号       9675 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役事業統轄本部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　斎藤　一彦 TEL (03) 3663 - 3415

決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 31日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年 3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）

(1)経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 35,326 △ 0.4 1,654 32.0 982 138.8

12年 3月期 35,465 △ 5.5 1,253 △ 8.5 411 3.4

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期

純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 575 - 7.95 - 3.8 1.3 2.8

12年 3月期 △ 5,815 - △ 80.24 - - 0.5 1.2

(注)①期中平均株式数 13年 3月期    72,481,912 株          12年 3月期    72,481,912 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年 3月期 4.00 0.00 4.00 288 50.1 1.9

12年 3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

（注）13年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 3月期 76,393 15,303 20.0 211.13

12年 3月期 80,751 14,727 18.2 203.18

（注）期末発行済株式数　13年 3月期    72,481,912　株　　　12年 3月期    72,481,912株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 16,000 100 650 0.00 － －

通　　期 36,520 870 740 － 4.00 4.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   10 円 21 銭 

－２２－
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                                                経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    
    

    １．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針    

        当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業当社ならびにグループ各社は、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて事業    

    部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向部及びグループ各社を一体として捉え、効率的な組織のもとで経営基盤の安定と収益の向    

    上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し上を図り、常に顧客・株主ひいては社会に満足いただけるサービスや新しい価値を提供し    

    続けられる企業を目指しております。続けられる企業を目指しております。続けられる企業を目指しております。続けられる企業を目指しております。    

    

    ２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針    

        利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の利益配分に関しましては、各事業年度の業績状況と今後の事業展開を勘案し、収益力の    

    向上と財務体質の強化を図りな向上と財務体質の強化を図りな向上と財務体質の強化を図りな向上と財務体質の強化を図りながら、株主に対する安定的な収益還元を行うことを経営上がら、株主に対する安定的な収益還元を行うことを経営上がら、株主に対する安定的な収益還元を行うことを経営上がら、株主に対する安定的な収益還元を行うことを経営上    

の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。の重要施策のひとつとしております。    

    

                                            経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    
    

    １．営業の概況１．営業の概況１．営業の概況１．営業の概況    

        当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的当期のわが国経済は、ＩＴ（情報技術）関連分野を始めとして企業部門を中心に自律的    

    回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、回復に向けた動きが見られましたものの、高水準にある失業率や企業倒産の影響もあり、    

    依然雇用環境は厳しく個人消費も低迷した状況下で推移いたしました。依然雇用環境は厳しく個人消費も低迷した状況下で推移いたしました。依然雇用環境は厳しく個人消費も低迷した状況下で推移いたしました。依然雇用環境は厳しく個人消費も低迷した状況下で推移いたしました。    

        このような環境のもと、当社は当期よりの中期経営計画に則り財務体質を改善し、またこのような環境のもと、当社は当期よりの中期経営計画に則り財務体質を改善し、またこのような環境のもと、当社は当期よりの中期経営計画に則り財務体質を改善し、またこのような環境のもと、当社は当期よりの中期経営計画に則り財務体質を改善し、また    

    間接部門の統合を進める等経営の効率性・収間接部門の統合を進める等経営の効率性・収間接部門の統合を進める等経営の効率性・収間接部門の統合を進める等経営の効率性・収益性を上げるとともに、事業基盤の安定を図益性を上げるとともに、事業基盤の安定を図益性を上げるとともに、事業基盤の安定を図益性を上げるとともに、事業基盤の安定を図    

    るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。るべく積極的な諸施策を進めてまいりました。    

        観光事業部門におきまして、新施設「ウイルポート」が軌道に乗り、包装事業部門にお観光事業部門におきまして、新施設「ウイルポート」が軌道に乗り、包装事業部門にお観光事業部門におきまして、新施設「ウイルポート」が軌道に乗り、包装事業部門にお観光事業部門におきまして、新施設「ウイルポート」が軌道に乗り、包装事業部門にお    

    きまして王子製紙株式会社との業務提携により収益基盤を確保し、さらにＰＣ事業部門にきまして王子製紙株式会社との業務提携により収益基盤を確保し、さらにＰＣ事業部門にきまして王子製紙株式会社との業務提携により収益基盤を確保し、さらにＰＣ事業部門にきまして王子製紙株式会社との業務提携により収益基盤を確保し、さらにＰＣ事業部門に    

    おきまして営業所開設による営業力強化を図りました。おきまして営業所開設による営業力強化を図りました。おきまして営業所開設による営業力強化を図りました。おきまして営業所開設による営業力強化を図りました。    

        この結果、売上高は３５３億２６百万円（前期比１億３８百万円、この結果、売上高は３５３億２６百万円（前期比１億３８百万円、この結果、売上高は３５３億２６百万円（前期比１億３８百万円、この結果、売上高は３５３億２６百万円（前期比１億３８百万円、0.3%0.3%0.3%0.3%減）となり、経減）となり、経減）となり、経減）となり、経    

    常利益は９億８２百万円（前期比５億７０百万円、常利益は９億８２百万円（前期比５億７０百万円、常利益は９億８２百万円（前期比５億７０百万円、常利益は９億８２百万円（前期比５億７０百万円、138.7%138.7%138.7%138.7%増）、当期利益は５億７５百万円増）、当期利益は５億７５百万円増）、当期利益は５億７５百万円増）、当期利益は５億７５百万円    

    となりました。となりました。となりました。となりました。    

        今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景今後の見通しにつきましては、米国経済の減速や設備投資の鈍化、株式市況の低迷等景    

    気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成気は先行き不透明なまま推移し、さらに平成 13131313年度から導入される時価会計制度や商法年度から導入される時価会計制度や商法年度から導入される時価会計制度や商法年度から導入される時価会計制度や商法    

    改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ改正、来るべき減損会計制度への対応等会社の経営環境は一段と厳しくなることが予想さ    

    れます。れます。れます。れます。    

        このような状況下にありまして、観光事業部門につきましては、幅広い年齢層のお客様このような状況下にありまして、観光事業部門につきましては、幅広い年齢層のお客様このような状況下にありまして、観光事業部門につきましては、幅広い年齢層のお客様このような状況下にありまして、観光事業部門につきましては、幅広い年齢層のお客様    

    に、温泉テーマリゾートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウに、温泉テーマリゾートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウに、温泉テーマリゾートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウに、温泉テーマリゾートで、「非日常的癒し空間」を満喫していただけるためのソフトウ    
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    ェアの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サーェアの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サーェアの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サーェアの充実を図り、変化するニーズに対応すべく心と健康をテーマとした高付加価値サー    

    ビスの提供に努めてまいります。ビスの提供に努めてまいります。ビスの提供に努めてまいります。ビスの提供に努めてまいります。    

        包装事業部門につきましては、当期より紙パルプ業界の再編成が実施され、それがます包装事業部門につきましては、当期より紙パルプ業界の再編成が実施され、それがます包装事業部門につきましては、当期より紙パルプ業界の再編成が実施され、それがます包装事業部門につきましては、当期より紙パルプ業界の再編成が実施され、それがます    

    ます加速されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化によります加速されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化によります加速されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化によります加速されることが予想されるとともに、近年の米作問題すなわち市場の自由化により    

    業界の競争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に業界の競争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に業界の競争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に業界の競争が激化する等、さらに厳しい状況となっていくものと思われ、こうした状況に    

    対応すべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業部の一層の確立対応すべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業部の一層の確立対応すべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業部の一層の確立対応すべく他社との業務提携あるいは分社等の検討を積極的に進め事業部の一層の確立    

    を推進してまいります。を推進してまいります。を推進してまいります。を推進してまいります。    

        ＰＣ事業部門につきましては、平成ＰＣ事業部門につきましては、平成ＰＣ事業部門につきましては、平成ＰＣ事業部門につきましては、平成 13131313年度より、現在国土交通省を中心として建設業年度より、現在国土交通省を中心として建設業年度より、現在国土交通省を中心として建設業年度より、現在国土交通省を中心として建設業    

    法の見直しを含めて業界再編が検討法の見直しを含めて業界再編が検討法の見直しを含めて業界再編が検討法の見直しを含めて業界再編が検討されており、事業への甚大な影響が予想され、状況をされており、事業への甚大な影響が予想され、状況をされており、事業への甚大な影響が予想され、状況をされており、事業への甚大な影響が予想され、状況を    

    見定めつつ、必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。見定めつつ、必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。見定めつつ、必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。見定めつつ、必要に応じて速やかに対応してまいりたいと存じます。    

        当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め経営の効率性を高めるとと当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め経営の効率性を高めるとと当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め経営の効率性を高めるとと当社といたしましては、引続き財務体質の一層の改善に努め経営の効率性を高めるとと    

    もに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社事業部及びグループ各社をもに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社事業部及びグループ各社をもに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社事業部及びグループ各社をもに、コア事業である観光事業への特化・集中に向けて、当社事業部及びグループ各社を    

    一体として捉え、効率的な組織の見直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、株一体として捉え、効率的な組織の見直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、株一体として捉え、効率的な組織の見直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、株一体として捉え、効率的な組織の見直しを進め、経営基盤の安定と収益の向上を図り、株    

主の皆様をはじめお客様に満足していただけるよう、全社一丸となった事業展開を推進し主の皆様をはじめお客様に満足していただけるよう、全社一丸となった事業展開を推進し主の皆様をはじめお客様に満足していただけるよう、全社一丸となった事業展開を推進し主の皆様をはじめお客様に満足していただけるよう、全社一丸となった事業展開を推進し    

    てまいる所存でございます。てまいる所存でございます。てまいる所存でございます。てまいる所存でございます。    

            

    

                                                役役役役    員員員員    のののの    異異異異    動動動動    
    

        １．新任取締役候補（平成１３年６月２８日付）１．新任取締役候補（平成１３年６月２８日付）１．新任取締役候補（平成１３年６月２８日付）１．新任取締役候補（平成１３年６月２８日付）    

            取取取取    締締締締    役役役役            観光事業本部長観光事業本部長観光事業本部長観光事業本部長                                        佐久間佐久間佐久間佐久間    博博博博    巳巳巳巳    

                                                                                                        （現（現（現（現    観光事業本部長）観光事業本部長）観光事業本部長）観光事業本部長）            

            取取取取    締締締締    役役役役            事業統轄本部副本部長兼総務部長事業統轄本部副本部長兼総務部長事業統轄本部副本部長兼総務部長事業統轄本部副本部長兼総務部長    

                                            兼観光事業本部副本部長兼観光事業本部副本部長兼観光事業本部副本部長兼観光事業本部副本部長                        秋秋秋秋    田田田田    龍龍龍龍    生生生生    

                                                                                                        （現（現（現（現    事業統轄本部副本部長事業統轄本部副本部長事業統轄本部副本部長事業統轄本部副本部長    

                                                                                                                    兼総務部長兼観光事業兼総務部長兼観光事業兼総務部長兼観光事業兼総務部長兼観光事業    

                                                                                                                    本部副本部長）本部副本部長）本部副本部長）本部副本部長）    

            ２．昇２．昇２．昇２．昇    格（平成１３年６月２８日付）格（平成１３年６月２８日付）格（平成１３年６月２８日付）格（平成１３年６月２８日付）    

            専務取締役専務取締役専務取締役専務取締役            事業統轄本部長兼経理部長事業統轄本部長兼経理部長事業統轄本部長兼経理部長事業統轄本部長兼経理部長                    斎斎斎斎    藤藤藤藤    一一一一    彦彦彦彦    

                                                                                                        （現（現（現（現    常務取締役常務取締役常務取締役常務取締役    事業統轄事業統轄事業統轄事業統轄    

                                                                                                                    本部長兼経理部長）本部長兼経理部長）本部長兼経理部長）本部長兼経理部長）        

            常務取締役常務取締役常務取締役常務取締役            ＰＣ事業本部長ＰＣ事業本部長ＰＣ事業本部長ＰＣ事業本部長                                        鈴鈴鈴鈴    木木木木    栄栄栄栄    一一一一    

                                                                                                        （現（現（現（現    取締役取締役取締役取締役    ＰＣ事業本部長）ＰＣ事業本部長）ＰＣ事業本部長）ＰＣ事業本部長）    

    

                平成１３年４月６日付にて、すでに公表しております。平成１３年４月６日付にて、すでに公表しております。平成１３年４月６日付にて、すでに公表しております。平成１３年４月６日付にて、すでに公表しております。    



(1) 貸 借 対 照 表

(単位:百万円未満切捨表示)

第  82  期 第  83  期
(平成12年3月31日) (平成13年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(資  産  の  部) ％ ％

Ⅰ流　　動　　資　　産 20,685 25.6 11,793 15.4 △ 8,892

3,679 3,749   69
674 385 △ 289

2,520 2,557   36
1,066 1,397   330
7,972 36 △ 7,936
504 459 △ 44

1,220 818 △ 402
16 21   4

256 ― △ 256
1,058 1,189   131
114 109 △ 5
301 232 △ 69

1,417 1,238 △ 178
1,266 958 △ 308

63 7 △ 56
△ 1,450 △ 1,368   82

Ⅱ固　　定　　資　　産 60,066 74.4 64,599 84.6   4,533

54,773 67.8 51,750 67.8 △ 3,023

19,443 18,330 △ 1,112
3,737 3,639 △ 98
1,613 1,279 △ 333

15 10 △ 5
560 378 △ 181

29,378 28,094 △ 1,283
3 3   ―

21 12 △ 8

169 0.2 155 0.2 △ 13

89 89   ―
59 48 △ 11
19 17 △ 2

5,123 6.4 12,693 16.6   7,570

2,553 9,651   7,098
885 745 △ 139
370 370   0
571 557 △ 13
356 357   0

1,285 1,434   149
△ 200 ―   200
△ 700 △ 424   276

資  産  合  計 80,751 100.0 76,393 100.0 △ 4,358

－２５－

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
出 資 金

貸 倒 引 当 金

差 入 保 証 金

そ の 他
長 期 貸 付 金

投 資 評 価 引 当 金

建 設 仮 勘 定

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
植 林

貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置

投 資 等

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
完成工事未収入金
有 価 証 券
商 品 ･ 製 品
販 売 用 不 動 産
仕 掛 品
仕 掛 不 動 産

期  別    
比 較 増 減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 ･ 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
そ の 他



(単位:百万円未満切捨表示)

第  82  期 第  83  期

(平成12年3月31日) (平成13年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(負  債  の  部) ％ ％

Ⅰ 37,661 46.7 36,681 48.0 △ 979

1,384 1,230 △ 153

1,925 2,050   125

30,955 29,755 △ 1,200

1,128 1,889   760

36 39   2

266 261 △ 5

1,228 841 △ 387

229 211 △ 17

390 387 △ 2

115 14 △ 101

Ⅱ 28,363 35.1 24,408 32.0 △ 3,955

20,243 17,054 △ 3,188

5,323 5,165 △ 158

― 30   30

19 ― △ 19

146 158   11

2,630 2,000 △ 630

66,024 81.8 61,089 80.0 △ 4,934

Ⅰ 10,221 12.6 10,221 13.3   ―

Ⅱ 8,485 10.5 4,506 5.9 △ 3,979

Ⅲ 729 0.9 ― 0.0 △ 729

Ⅳ △ 4,708 △ 5.8 575 0.8   5,284

744 ― △ 744

245 ― △ 245

389 ― △ 389

110 ― △ 110

△ 5,453 575 6,028

( △ 5,815 ) ( 575 ) ( 6,391 )

14,727 18.2 15,303 20.0   575

負 債 資 本 合 計 80,751 100.0 76,393 100.0 △ 4,358

－２６－

比 較 増 減

任 意 積 立 金

当期未処分利益 又は
当期未処理損失(△)

期  別    

支 払 手 形

買 掛 金

流 動 負 債

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

長 期 借 入 金

未 成 工 事 受 入 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

預 り 保 証 金

退 職 給 与 引 当 金

債務保証損失引当金

負 債 合 計

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 合 計

温泉対策準備積立金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

(当 期 純 利 益又は
当 期 純 損 失 ( △ ))



(2)損 益 計 算 書

(単位：百万円未満切捨表示)

第　82　期 第　83　期

自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

金  額 百分比 金  額 百分比

Ⅰ 35,465 100.0 35,326 100.0 △ 138

Ⅱ 31,074 87.6 30,251 85.6 △ 823

4,390 12.4 5,075 14.4  684

Ⅲ 3,136 8.9 3,420 9.7  283

1,253 3.5 1,654 4.7  401

Ⅳ 338 1.0 435 1.2  96

40 36 △ 3

184 262  77

114 136  21

Ⅴ 1,181 3.3 1,107 3.1 △ 73

1,135 1,014 △ 120

46 93  47

411 1.2 982 2.8  570

Ⅵ 1,408 4.0 1,467 4.1  58

538 782  243

870 ― △ 870

― 54  54

― 630  630

Ⅶ 7,846 22.2 1,816 5.1 △ 6,030

181 894  712

2,303 140 △ 2,163

605 45 △ 559

248 ― △ 248

1,472 ― △ 1,472

200 ― △ 200

2,630 ― △ 2,630

― 632  632

― 30  30

150 39 △ 110

54 33 △ 21

△ 6,026 △ 17.0 633 1.8  6,659

24 0.1 27 0.1  3

△ 234 △ 0.7 30 0.1  264

△ 5,815 △ 16.4 575 1.6  6,391

315 ― △ 315

△ 234 ―  234

△
 

△ 5,453 575  6,028

－２７－

当 期 未 処 分 利 益 又は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

　　　期　　別

　科　　目

特 別 利 益

特 別 損 失

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高

税 引 前 当 期 純 利 益 又
は税引前当期 純損 失 ( △ )

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

債務保証損失引当金繰入額

関 係 会 社 支 援 損

事 業 整 理 損

そ の 他 損 失

退職給付会計基準変更時差異

支 払 利 息 割 引 料

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 除 却 損

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

債務保証損失引当金取崩益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

281 ― 281

そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

販 売 用 不 動 産 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

比 較 増 減

％ ％

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



(3)利益処分案及び損失処理案

(単位：百万円未満切捨表示)

第　82　期 第　83　期

自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

Ⅰ当期未処理損失 5,453 Ⅰ当期未処分利益 575

Ⅱ任意積立金取崩高 Ⅱ利益処分

1.温泉対策準備金取崩高 1. 利益準備金 29

固 定 資 産 圧 縮 2. 配当金 288 317
積 立 金 取 崩 高

3.別途積立金取崩高 744

Ⅲ法定準備金取崩高

1.利益準備金取崩高

2.資本準備金取崩高 4,708

次期繰越損失 　 ― 次期繰越利益 258

部門別売上高

(単位：百万円未満切捨表示)

第　82　期 第　83　期

自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

金　額 比　率 金　額 比　率
％ ％

Ⅰ 10,626 10,953 31.0 3.1

Ⅱ 6,627 6,503 18.4 △ 1.9

Ⅲ 6,500 7,620 21.6 17.2

Ⅳ 6,583 7,324 20.7 11.3

Ⅴ 5,127 2,924 8.3 △ 43.0

4,064 1,978 5.6 △ 51.3

1,062 946 2.7 △ 10.9

合　　計 35,465 35,326 100.0 △ 0.4

－２８－

賃 貸 ・ そ の 他

3,979

分 譲

燃 料 商 事 部 門

開 発 事 業 部 門

観 光 事 業 部 門

増 減 率部　　　　門

2. 389

18.3Ｐ Ｃ 事 業 部 門

包 装 事 業 部 門

245

110

729

100.0

3.0

18.6

11.4

14.4

30.0

18.7



重要な会計方針 
  
 １．有価証券の評価基準及び評価方法 
       満 期 保 有 目 的 の 債 券       ----  償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会社株式         ---- 総平均法による原価法 
その他有価証券   時価のあるもの    ---- 総平均法による原価法及び償却原価法(定額法) 

              時価のないもの  ---- 総平均法による原価法 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法                                

       商 品 ・ 製 品 ----  総平均法による原価法（一部移動平均法による原価法） 
       販 売 用 不 動 産 ----  個別法による原価法 
       仕 掛 品 ・ 原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ----  総平均法による原価法（一部移動平均法による原価法） 
     未 成 工 事 支 出 金 ----  個別法による原価法        
３．固定資産の減価償却の方法                                    
    有 形 固 定 資 産 ---  紙製容器の製造設備は定率法(ただし、平成 10 年４月１日以降に取得し 
                   た建物(附属設備を除く)については定額法)を採用し、スパリゾ－トハワ 
                               イアンズの施設、賃貸用ビル、プレストレスト・コンクリ－ト及びその 
                他のコンクリ－ト二次製品の製造設備、ゴルフ事業資産は、定額法を採 
                用しております。 
   無 形 固 定 資 産  ---  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、 
               社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準              
        貸 倒 引 当 金   ---  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ                         

                    いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金  ---  従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しておりま 

                                 す。 
        退 職 給 付 引 当 金   ---  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及 
                   び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                                 なお、会計基準変更時差異（153 百万円）については、５年による按分 
                                 額を費用処理しております。 
       役員退職慰労引当金   ---  役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上して 
                                 おります。 

債務保証損失引当金  --- 関係会社への保証債務に対する損失に備えるため、その財政状態等を 
                             勘案し、損失負担見込額を計上しております。 

  ４．リース取引の処理方法   ---  リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ  
ンス・リース取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた 

                  会計処理によっております。 
５．収益の計上基準       ---  ＰＣ事業部門の請負工事の収益認識基準として工事完成基準を採用して 
                おりますが、一定規模を超える長期請負工事(工期 1 年以上、請負金額２ 
                億円以上)については、工事進行基準を適用しております。 
６．ヘッジ会計の方法      ---  繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金 
                               利スワップについては、特例処理を採用しております。 
７．消費税等の処理方法     ---  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消 
                             費税等は、期間費用としております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

－２９－ 
                                                                                                           



貸借対照表の注記 
                    （第 82 期）     （第 83 期）                             

１．子 会 社 に 対 す る 短 期 及 び 長 期 金 銭 債 権      2,039  百万円        1,606  百万円 
       子 会 社 に 対 す る 短 期 及 び 長 期 金 銭 債 務        695                 581  
   ２．有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額    21,512            22,008   

３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、スパリゾ－トハワイアンズの施設の一部及び紙袋・段ボール

ケ－ス製造設備の一部については、リース契約により使用しております。 
    ４．受 取 手 形 割 引 高        997                1,197 
 ５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高         19                 ― 

    ６．保 証 債 務      6,721                5,748  
  ７．有 価 証 券 に 含 ま れ て い る 自 己 株 式          0 (  1, 114 株)         0 (   538 株)  
    投 資 等 に 含 ま れ て い る 自 己 株 式         34(234,000 株)        48 (319,000 株) 
 ８．担保に供している有形固定資産及び有価証券等     36,002               34,651 
９．取 締 役 等 に 対 す る 長 期 金 銭 債 権     4                    4 

    取 締 役 等 に 対 す る 長 期 金 銭 債 務      20                   20 
  １０．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお当事業年 
    度末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
               受  取  手  形                27 
               支  払  手  形                         215 
 １１．前事業年度末において「退職給与引当金」に含めて表示しておりました「役員退職慰労引当金」は、 
    当事業年度末から区分掲記しております。これに伴い前事業年度末の「役員退職慰労引当金」の金額 
    も区分して表示しております。 
 
 

損益計算書の注記  
             

子会社との取引高                （第 82 期）     （第 83 期）                      

    売   上   高                  405  百万円          390  百万円 
     仕   入   高               3,652                 3,836 
    営 業 取 引 以 外 の 取 引 高                  38                  151 
                                                                                   
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－３０－ 



（追加情報） 
 
１．退職給付会計 
  当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成 10 年 6 月 16 日)）を適用しております。この結果従来の方法によった場合と比較して退職給付費用が

91 百万円減少し、経常利益は 121 百万円、税引前当期利益は 91 百万円増加しております。 
  また、従来、当社及び連結子会社は共同で適格退職年金制度を設立しておりましたが、平成 12 年４月に 
  共同委託を変更し、年金資産を加入各社に配分しました。当社は、連結子会社７社と共同で適格退職年金 
  制度を設立しております。 
  なお、当期末において、年金資産が企業年金制度に係る退職給付債務から当該企業年金制度に係る未認識 

会計基準変更時差異を控除した額を超えるため、前払年金費用（62 百万円）として投資その他の資産の

「その他」に含めて記載しております。                                                                                                                                                                             
                      
２．金融商品会計 
  当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 11 年 1 月 22 日））を適用し有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上基準及びゴルフ会員権の評価方

法について変更しております。この変更による損益に与える影響は、軽微であります。また、期首時点で

保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券に含まれている債券のう

ち１年以内に満期の到来するものは、流動資産の有価証券として、それら以外は、投資有価証券として表

示しております。その結果、流動資産の有価証券は、7,789 百万円減少し、投資有価証券は、7,789 百万

円増加しております。当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行なっ

ておりません。なお、平成 12 年大蔵省令第 8 号附則第 4 項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上

額等は次のとおりであります。 
貸借対照表計上額    8,555 百万円 
時価          7,842 百万円 
評価差額金相当額    △413 百万円 
繰延税金資産相当額    299 百万円 
 

３．外貨建取引等会計処理基準 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。この変更による損益に与える影響はありま

せん。 
                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－３１－  



(リース取引の注記)

　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

機 械 及 び 装 置 837 197 640 837 282 555

工具、器具及び備品 277 175 101 189 99 90

そ の 他 76 29 46 154 53 100

合 計 1,191 401 789 1,181 435 745

　　２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 150 百万円 141 百万円

１ 年 超 543 百万円 562 百万円

合　　計 694 百万円 703 百万円

　　３．当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 166 百万円 186 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 148 百万円 166 百万円

支 払 利 息 相 当 額 20 百万円 21 百万円

　　４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

(有価証券関係)

　　前連結会計年度に係る｢有価証券の時価等｣及び当連結会計年度に係る｢有価証券｣(子会社株式
　及び関連会社株式で時価のあるものは除く)に関する注記ついては、連結財務諸表における注記
　事項として記載しております。

    (当事業年度)　(平成13年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位:百万円未満切捨表示）

関 係 会 社 株 式 217 312 95

－３２－

(第 82 期) (第 83 期)

第 82 期 第 83 期
（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

貸借対照表価額 時 価 評 価 損 益

(第 82 期) (第 83 期)


